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論説

カール・ポラニーと宇野弘蔵

方法上の対話

河 西 勝

｛要旨｝（甲）国家（政治）社会と（乙）自

己調整市場・資本家的企業社会とのかかわり

が基本的テーマ。一次大戦までは，（甲）と

（乙）とは，（乙）が経済（原則）条件を実現

するので，互いに分離・自律しながら共存・

共生関係にあった。一次大戦以後，（甲）が

財政上および規制上（乙）に強く介入するな

かで，（乙）は，完全に機能不全に陥った。

そのために，（甲）がみずから経済（原則）

条件を実現すべく，資本家的企業社会から経

営と所有が分離する脱資本家的企業社会への

「大転換」がおこる。ここでは，労働・土地

（生産手段）利用・貨幣の商品化は「フィク

ション」である故に，「ユートピア」的市場

の機能不全に対して，国家社会による経済実

現が必然化する，というポラニーの「大転

換」の論理は，一次大戦以後の「現状分析」

に限定されるべきものと主張された。他方で，

循環資本と固定資本の統合における労働力商

品化・生産手段利用の商品化そして労働生産

力の実現こそが，資本家的企業とそれがつく

る資本主義社会の自律性の根拠とされ，宇野

の原理論・段階論が改正・拡充された。

１．「100年の平和」の終り，そして

「大転換」と三段階論

｛レッセフェールとパックス・ブリタニカ｝

ヨーロッパの主権国家形成は，一般的に次

のような過程をたどった。分断された空間と

しての封建的領地が否認され，一つの統合さ

れた空間に転換するとともに，政治（国家政

体）と経済とが融合する制度的形態つまり農

村共同体としての荘園が崩壊した。それにか

わって，政治と経済とが互いに分離する制度

的形態が出現する。主権国家は，制度的に経

済から区別され分離する場合においてのみ，

レッセフェール世界市場経済の内部に「深く

埋め込まれ」，それと強く相互作用をし，資

本家的企業経済の発展を可能にする。一方で，

資本家的企業経済の発展は，国家に直接的間

接的に税収の増大をもたらす。これが世界市

場の発展を可能にする国家によるインフラ・

サービス提供のための財源となる。このよう

に国家と資本家的企業経済の相互自治的・イ

ンフラ的互恵関係こそが，一次大戦以前の主

権国家(注１)と資本家的企業との関係におけ

る本質的特徴をなしている。（Weiss& Hobson
 

1995）。

ベストフェリア和約（1648年）以降の主

権国家間のバランス・オブ・パワー（平和），

そして特にウイーン和約（1815年）以降の

ヨーロッパ「100年の平和」は，一次大戦以

前における18世紀以来の産業や鉱山業，運
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（注１)国家にとって主権とは，その国家が自分で

法律を制定し，自己を超える法制定者を認めない

ことを含意する。これは，各国家が関税その他輸

出入統制を設定し，外交政策と通貨を規制し，内

政，外交，軍事施設を維持することを意味する。

（バーナム1960，武山訳1965）



河・鉄道，海運業，商業，銀行業，証券取引

所などの資本家的企業の発展，そしてこれら

資本家的企業が活動する舞台としてのレッセ

フェール世界市場の発展にとって，不可避的

な前提をなしていた。もっとも，レッセ

フェール世界市場の隆盛が，100年間のパッ

クスブリタニカ（大英帝国による平和）を可

能にしたこともまた，事実であるが。

19世紀文明は四つの制度の上に成り立っ

ていた。その第一は，一次大戦までの100年

間，列強間にいかなる長期的かつ破滅的な戦

争も発生させなかったバランス・オブ・パ

ワー・システムであった。その第二は，世界

市場経済が独特のシステムに組織化されてい

たことを象徴的に示す国際金本位制であった。

その第三は，前代未聞の物質的繁栄を生み出

した自己調整的市場（資本家的企業存在）で

あった。その第四は，自由主義的国家であっ

た。以上の四つの制度が組み合わさり，西洋

文明の歴史の基本的な輪郭を決定していた。

（ポラニー2001）

1914年の第一次世界大戦の勃発と「100年

の平和」の終りは，以上の四つの体制（主権

国家群体制とレッセフェール世界市場，そし

て自己調整的市場）の終りを意味したゆえに，

同時に脱資本家的企業経済および超主権国家

的な世界政治経済体制（ベルサイユ・ワシン

トン体制，そして二次大戦以降のブレトン

ウッズ体制）への転換を告げるものであった。

実際に1914以後の100年にわたり，特に

1980年代以後の「新自由主義（ワシントン

コンセンサス）」の激しい希求にもかかわら

ず，遂にこれら四体制の一つたりとも回復す

ることはなかった。一方で，ブレットンウッ

ズ体制は，BRICsの急激な台頭と2000年代

の金融危機にともなって，ますます著しいほ

ころびを見せている。そして世界中で，新し

い世界政治経済システムの再構築が求められ

ている。

｛世界の大転換，そしてポラニーと宇野｝

以上のような一次大戦を画期とする世界政

治経済システムの歴史的大転換に関連して，

国家と市場経済に関するまったく対極的な二

つの現代分析方法論が登場した。ひとつは，

1940年代に現われたカール・ポラニー

（1886―1964）の「大転換」であり，もうひ

とつは1950年代に現われた宇野弘蔵（1897

―1977）の三段階論である。

ポラニーにとっては，19世紀の「自己調

整的市場という考えはまったくのユートピ

ア」であった。このような市場は「社会の人

間的実在と自然的実在を壊滅させることなし

には，一瞬たりとも存在しえない」。それゆ

え国家社会は，「みずからを保護するための

手段」をとらざるを得ない。しかし「そうし

た保護的手段は，市場の自己調整を損ない，

経済生活の機能を乱し，その結果，社会を別

なやり方で，窮地に追い込」む。「自己調整

市場」の「ユートピア」あるいは「ジレン

マ」こそ，一次転換（1880年代に始まり一

次大戦に帰着）および二次転換（1920年代

に始まり1930年代大恐慌，ファシズムと

ニューデール，そして二次大戦に帰着）をも

たらしたものである。ポラニー自身は，転換

の一次と二次とを明確に区別せず，一緒にし

て「大転換」としているが，彼にとっても，

一次転換は二次転換の前提を成している。し

かし，一次転換説とその根拠となる「自己調

整市場ユートピア」説は，歴史上の重大な間

違いである。一次転換説を撤回し，「自己調

整市場のユートピア」の実在を一次大戦以降

に移動させよ，そして「大転換」を二次転換

に限定せよ。それによって初めて，「大転換」

の現代分析的展望は，宇野三段階論と同一方

向に向かうことになる。

宇野にとっては，「自己調整的市場の考え

方」は，純粋資本主義論として，三段階論の

内の原理論へと改めて体系化されるべきもの

であった。私有制と価値法則を論証する原理
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論（純粋資本主義論）によってのみ，一次大

戦をもって終わるレッセフェール世界市場発

展の根拠とその歴史的意義（段階論）が，ま

さしく価値法則と私有制を現実化するものと

して解明される。宇野は，一次大戦以後の国

家による経済社会への直接的介入を，一次大

戦以前の「金融資本的組織化」の限度を超え

る国家による脱資本家的企業の組織化と見な

した。

一般的にマルクス派は，レーニンやヒル

ファーデングを含めて，自己調整市場の永遠

性・普遍性を主張する新旧古典派経済学の

「普遍主義」に対して，資本主義の特殊歴史

性の証明を，資本主義の発生・発展・消滅の

「歴史主義」（「唯物史観」）に求めた。宇野は，

資本主義の存在根拠，おなじくその特殊歴史

性の証明を原理論に求め，それによって，

「普遍主義」および「歴史主義」の両方を克

服しようとした。原理論は，あらゆる社会形

態に通じる経済原則が特殊的に「私有制と価

値法則」によって実現されることを論証する。

こうして一次大戦以後の国家介入を，原理

論・段階論標準からの「相対的分離」（伊藤

2010）として，現状分析の対象とする，いわ

ゆる三段階論が成立した。

一次大戦以後の現状分析的世界は，普遍的

な経済原則を，絶対的私有制と価値法則（原

理論・段階論）によっでではなく，その否定

によって，つまり国家社会が国際関係を通じ

て，グランドデザインによって目的意識的に

実現するべき政治経済的世界に他ならない。

しかしながら，以上のような三段階論の明瞭

な展望にもかかわらず，宇野の原理論には，

固定資本概念について重大な間違いがあった。

その為に，段階論では，株式会社論に失敗し，

「金融資本的組織化」なる別の「ユートピア」

をもたらすことになった。

また現状分析についても，「金融資本的組

織化の限度を超える国家による組織化」とか，

管理通貨制による貨幣原理の否定や労働組合

による労働力商品化原理の廃止など部分的指

摘はあるものの，脱資本家的企業社会を主要

課題として，明確に設定することに失敗し

た(注２)。

一方，ポラニーのいう一次転換のちょうど

100年後に重なる1980年代の新自由主義の

台頭とその帰着としての2010年前後の世界

的な金融危機の勃発に，「大転換」の再来を

認めて，ポラニー説の「現代における妥当性

と有効性」を主張する論者も少なくない。し

かし，「自己調整市場」は，一次大戦以後始

めて，現実的論理として存在し得ないものと

なった。だからこそ，それはその時以降，

「ユートピア」に転じたのである。

「大転換」とは，本当は何を意味するのか

を明確にするためには，そして「ユートピ

ア」を求めて破局にいたる「自己調整」市場

原理主義者の今日的意義や問題点を明確にす

るためには，一次大戦前の19世紀特に1880

年代以降に「自己調整市場のユートピア」を

想定するポラニーの方法的確信を，断ち切ら

なければならない。

２．自由主義国家・国際的銀行業・資

本家的産業企業

｛法治国家と国際的金融資本家｝

17，８世紀ヨーロッパでは，平和は例外的

であり，繰り返される戦争こそが諸国家形成

のための本質的要因をなしていた。ベスト

フェリア和約（1648年）による主権国家間

の「バランス・オブ・パワー」により激烈な

交戦状態が延期された条件のもとで，諸国家

は，軍事革命とそのための中央集権的官僚国

家形成のもとで，生き残りをかけて軍事力を

強化しようとした。ある国の軍事革命は直ち

に他の国に模倣され，あまねく普及したので，

カール・ポラニーと宇野弘蔵(河西)

（注２)宇野の固定資本概念の誤りについては，河

西（2009）参照
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ヨーロッパの「バランス・オブ・パワー」は

経路依存的性格をもつようになった。一方で

諸国家は，軍事力強化のために軍事費増大率

がますます歳入増大率を上回るという財政上

の危機に直面した。諸国家は，破れかぶれの

財政均衡の探求に向かい，財産権を認めて企

業経済の発展をうながし，税収を増大させよ

うとした。（Weiss& Hobson 1995）

一般的に財政支出の増大は，租税及び国債

発行による財政収入の増大を不可避のものと

させる。それ故，国政上の優先事項は，公的

信用（国家債務）を効率よく運用し，そして

租税ベースを拡大し，また大蔵省から物品税

徴収に至るまでの金融財政システム全般を改

善することにおかれる。一方で，重税を回避

するために，財政支出には，一定の限定が付

されなければならない。重税は，私有財産の

価値そのものを失わせ，経済の停滞や社会の

不安定を引き起こし，また国債発行に伴いが

ちな過大な債務（けっきょくは税収増大によ

り補てんされなければならない）とともに，

政府と通貨に対する投資家の信頼を失わせる

からである。こうして，「健全な通貨と健全

な政府とは共にある」との考え方のもとに，

歳入（一年間の財政収入）と歳出（一年間の

財政支出）の均衡を慎重に維持していく，い

わゆる均衡財政原則が確立した。（Weiss &

Hobson 1995）

財政均衡を回復・維持させるもっとも有効

な手段の一つは，なによりも直接的な税収入

の増大である。一方税収の増大は間接的に国

債費（元利）の支払いを可能にさせ，国債発

行による歳入増大の余地を高める。国家は，

商人や資本家の財産権を保証し，財産権（固

定資本所有権）にもとづく自由な企業家的活

動を促進するために，インフラ環境を整備し

（国内の関税障壁と通行料徴収の廃止，輸入

関税の設定，国際的な商品交換などのための

度量衡の統一），一つの複雑な商業規制シス

テム，いわゆるマーカンテイリズム（意図的

な市場促進戦略）を確立した。政府は財産権

の保証によって，土地税・財産税（直接税）

や関税・物品税（間接税）などによる税収の

増大を計った。（Weiss& Hobson 1995）

国家が金を蓄積するというマーカンテリズ

ムの目標は，財政均衡を回復させるためのも

う一つ有効な手段として作用した。国内生産

を奨励するために，外国商品や原材料の輸入

に対して輸入関税が課されるが，それは，直

接的に関税収入を増大させるだけではない。

それにより，貿易収支にプラスがうまれ，国

家による金蓄積が可能になり，国家に対する

債権者の信用が高まる。イギリスは，より高

い軍事費支出に対処するために，「金融革命」

を行うことによって，大量の国債発行による

歳入増大の方法をリードした。戦争ローンを

合理化するために，1694年イングランド銀

行が創設され，国家における金の蓄積がイン

グランド銀行の信用保証として集約された。

（Weiss& Hobson 1995）

事実上の金本位制が成立するとともに，国

債や一般商品の流通のための最も重要な貨幣

形態としてのポンド・スターリング（金貨幣，

兌換銀行券，為替手形など信用貨幣）の価値

が，国家全体の金蓄積能力によって，保証さ

れることになった。一般的に為替手形の割引

率（貨幣市場の利子率）を反映する妥当な利

子率（高金利を禁じた旧社会からみれば法外

な高さかもしれないが）での貨幣の貸借およ

び資本投資が可能になった。こうして国家は，

18世紀の費用のかかる戦争のために安い資

金を獲得できた。それと共に企業は，固定資

本形成や企業同士の商品交換のために比較的

安価な資金に依存することができるようにな

り，資本家的企業経済のための信用・金融

ベースが大きく発展していった。国家だけが

そのような金融インフラを提供できた。

（Weiss& Hobson 1995）

しかし，財産権（そしてそれにより可能と

なる商品売買契約上の権利と義務）の有効な
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設定は，単に税収増大のために，「意図され

た」市場促進戦略（マーカンテリズム）をつ

うじてもたらされる，と主張することはあま

りにも単純化しすぎである。財産権は，事実

上強制手段の独占によって支えられる法シス

テムの堅固な基礎に依存していた。合理的な

法的秩序は，国家建設上，意図せざる結果と

してもたらされた。法の「国家システム」は，

マーカンテリズムが事実上もたらした租税制

度と資本家的財産権を，強制手段（軍事手段

ならびに警察権力）の独占によって支えられ

る堅固な法システムを基礎にして，さらに強

固に設定された（財産権の絶対性と財産税の

最小化との均衡）。それは，コモンローと慣

習が貴族支配の専制と社会的空間の分断され

た性格との両方を維持する封建システムとは

対照的であった。法の役割は，特定主義

（particularism神の恩寵は人類全体にでなく

特定の選ばれた個人のみにもたらされるとい

う説）を解体する上で重要であり，このこと

が，国家の主権化（自治的国家の実現）なら

びに資本家的（自由主義的自治的）企業の勃

興にとって，非常に重要であった。（Weiss &

Hobson 1995）

法治国家の発展は，初期の段階では，財政

収入と引き換えに，都市が君主によって特許

状や保護を与えられるとほとんど同じ方法で

なされた。国家は貿易の動きを容易に監視で

きたので，商人資本家が，特に課税目的の標

的にされ，そしてそれゆえにかれらに財産権

が与えられた。このことは最初イギリスにお

こなわれた。しかしおおよそ1600年から

1900年にわたって，ほとんどのヨーロッパ

諸国がより有効的なそして広範囲に及ぶ財産

権を資本家的企業に与えるようになった。こ

うして特許法（知的財産権）がイノベーショ

ンを保護し鼓舞したし，株式会社のために法

的規定がなされ，契約法が発展した。（Weiss

& Hobson 1995）

特許法システムでは，財産権の創設が，投

資とイノベーションの両方にたいして，奨励

的構造を可能にした。資本家的財産権の創設

によって，個々人が投資に従事できるように

なった。企業の発展を支える主要な条件は個

人財産の保障であった。要するに，国家（国

際法を含む）の法的秩序の予言性，継続性，

信頼性，目的性は，必ずしも意図されたもの

ではなかったが，資本家的企業経済・世界市

場経済の発展にとって，すべて本質的であっ

た。（Weiss& Hobson 1995）

法治にもとづく中央集権国家の優越性は，

地方で発生する暴力または封建アナーキー

（貴族地主の暴動，略奪者，傭兵隊，盗賊，

馬上の追いはぎ，海賊，都市と農村のギャン

グ，地方の自警団など）に対して，平定され

た空間の発展を可能にした。その意図しない

結果として，個々人が，地方に発生する暴力

による財産喪失を恐れないで，金貨幣を投資

したり，ビジネスを永続的に行うことが可能

になった。一方で，不規則な課税，商人貨幣

所得の恣意的な徴発，債務の拒否（実際に，

近代ヨーロッパ史では支配者による債務拒否

は極めて一般的であった）において見られた

国家の専横は，特定主義の解体のもとに，国

際的な金融資本家階級の厳命により鎮定化さ

れた。（Weiss& Hobson 1995）

国際的金融資本家の「自由放任（レッセ

フェール・レッセパッセ）」は，専制的国家

自治権に対する束縛（自由の強制）として働

いた。ヨーロッパに特有な複合社会が有する

重要な特徴は，国境が比較的ルーズな（浸透

性に富む）構造を有するために，諸個人が隣

国に比較的容易に越境できるという点にあっ

た。金融資本家は，もし専制的な国家によっ

て劣悪な取り扱いを受ける場合には，単純に

「退去する」権利を行使し，かれらのサービ

スをライバル支配者へ移転することができた。

まさしく国家の「偉大なる権力」への鍵は，

債権者を満足させ資本家の「退去」を防ぐ国

家の能力，つまり機敏さと安さの両方で，
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ローンを調達する国家の能力にあった。それ

ゆえ，国際的な金融資本主義が，国家財政

（自治）に対して干渉することは，国家権力

を制限するというよりも，逆に国家のインフ

ラパワーを相当に強化し，国家の対外的な地

位を引き上げることにつながった。（Weiss &

Hobson 1995）

｛法治国家の存在と資本家的産業企業｝

以上に見たように，ヨーロッパ諸国は，グ

ランドデザインによって，意図的に資本主義

経済システムを生み出したのではない。この

資本家的企業経済の出現は，マーカンテリズ

ムなど国家の直接的意図的（市場促進的）影

響によるものであると同時に，法治を保証す

る国家インフラの非直接的無意識的影響によ

るものであった。（Weiss & Hobson 1995）。イ

ギリスやドイツなどで，主権国家が成立し，

同時に資本家的金融機関（証券取引所と銀行

など）と金融・商業資本が発展し，それとの

関係において，資本家的産業企業経済が一般

的に発展した。この租税国家の権力は，法治

と資本家的企業の自由主義（レッセフェー

ル・レッセパセ）とを保証する限りのものと

して，所得税などの税率もおのずから最少化

され限定されていた。

租税国家の成立が，結果的に自由主義的企

業経済を生み出したが，この資本家的企業経

済の発展がまた，経済成長を阻害しない限り

のこの権力限定的な租税・法治・自由主義国

家の存在を保証していた。このような政治・

権力と市場経済との明瞭な二元的分離・結合

関係こそ，一次大戦以後の現代国家における

政治と経済との混合（政治権力によってグラ

ンドデザインされる政治経済システム）と区

別されるべき19世紀的経済的自由主義国家

の特徴を成している。

イギリスを中心とする18世紀初頭以来の

レッセフェール（商品・貨幣・資本の）世界

市場的発展とそのもとでの産業革命（農業革

命をふくむ）の現実的な発展は，つねに，非

市経済的過程や制度，特に政治的法的制度

（近代的主権国家群）を前提にしていた。私

有財産制度の確立を実践する「囲い込み運

動」が，牧場・農場といった固定資本の蓄積

をもたらす一方で，産業資本主義の発展に必

要な大量の労働者階級を生み出していった。

しかし国際的自由貿易運動を推進した政府の

活動・経済的自由主義の隆盛は，産業資本が

産業革命による高度な労働生産力を実現する

ことなくしては不可能であったであろう。そ

の圧倒的な労働生産力が国内外の残存共同体

経済や非資本家的経済領域を徹底的に破壊す

る自由競争を可能にしたのである。

19世紀半ばまでにおいて，世界に冠たる

高度集約農法をうたわれた資本家的農業・牧

畜（牧羊）業，そして世界市場を制覇した問

屋制家内工業による羊毛工業やそれに続く機

械制大工業による綿工業をはじめとして，蓄

積された固定資本用益と蓄積された労働用益

の結合があらゆる産業部面に拡散・普及して

いった。このことが，社会的分業の徹底化に

よる高度な労働生産力の実現を可能にした。

1880年代以来株式会社形態による重化学工

業が発展した第二次産業革命では，ドイツが

先駆的指導者としてイギリスにとってかわっ

た。しかしいずれにしても産業上の「自己調

整市場」の発展は，つねに国家の存在を前提

にしているとはいえ，より高度な労働生産力

を提供する固定資本形成能力（それは結局は

証券市場と銀行業の発展により提供される）

を欠いてはあり得なかったであろう。

３．「擬制的」自己調整市場と世界的

金融市場・労働市場

｛自己調整市場は「ユートピア」か｝

国家権力存在とそれを前提とする金融・商

業そして全産業におよぶ自己調整的市場とし

ての自律的な資本家的企業（市場・私有制）
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の発展。「国家」か「市場」かでなく，国家

権力と自己調整的市場との互恵的自律的関係

の形成こそが重要である。しかし18，９世

紀の政治経済学は，その普遍主義ないし歴史

主義の故にか，「国家」を措いて「市場」の

自己調整機能を著しく強調する傾向があった。

スミスおよび新古典派，マルクス派は，産

業資本主義経済の勃興・発展は自律的であり

自己調整的であるという点で見解を共有する。

スミス；商業化した商品交換経済は，人間に

おいて自然的，生得的なもので，その発展は，

「市場の invisible hand」により最大化する。

国家は，干渉を自制する限りにおいてその役

割を演じる。マルクス派；歴史的発展過程に

おいて，封建制度が，固有の独立した階級闘

争をつうじて，資本主義的経済をうみだす。

国家は根本的に経済ベースに依存する。国家

はブルジョアによって要求される政策だけを

おこなう。新古典派（ヒックス）；経済成長

は前資本家的経済内に潜在しているが，干渉

主義国家によって，強烈な経済発展が阻害さ

れる。（Weiss& Hobson 1995）

マルクスが「資本の本源的蓄積」について

論じているように，強い国家なくしては，資

本家的企業経済とレッセフェール世界市場経

済が出現することもなかった。だがもっと根

本的には，資本家的企業経済とレッセフェー

ル世界市場の発展にとっては，主権国家群

（インフラ・パワーといいかえてもよい）の

永続的な存在が不可欠である，という点にあ

る。

新旧古典派経済学やマルクス派が「内生的

自己調整的」市場を主張する時，それは，近

代主権国家の存在を，否定的であれ肯定的で

あれ，資本家的企業経済発展のための前提に

しないことを意味する。伝統的政治経済学の

主張は，普遍主義的であれ，あるいは歴史主

義的であれ，国家と「市場」との互恵的自律

的関係を無視する。その意味において，それ

らが資本家的企業経済の自律性に対する過大

評価，いわば市場原理主義イデオロギーを含

むものであることは，否定しえないであろう。

一方，伝統的政治経済学における自己調整

的市場を「自己破壊的メカニズム」へとパラ

ダイム転換させたポラニーの場合も，国家は

「市場」との現実的互恵関係から捨象され，

「市場」メカニズムがそれ自体として抽象化

された。ポラニーにとっては，国家社会は，

「人間社会」を破滅から救うために，市場の

「自己破壊的メカニズムの切れ味を鈍らせる

ような防衛的な対抗運動」を可能にさせるも

のにすぎなかった。国家を措いて，市場の

「自己破壊的」メカニズムを説くことは，形

をかえた市場原理主義イデオロギーであると

いわざるをえない。スミスやリカードから

マーシャルに到る政治経済学の発展自身が，

（かれら自身がそのことを方法上明確にする

ことはできなかったとしても）「国家」との

関連における自己調整的市場の実現を前提に

することは，明らかである。マルクスは，一

面で古典派経済学に対する批判として，資本

主義社会の「発生，発展，消滅（社会主義社

会の必然的到来）」の論証を目的にしていた。

しかしマルクスのそれは，「歴史主義的」市

場原理主義のイデオロギー的表明ではあって

も，本質的に経済学原理を成さない。同様に

ポラニーも，新古典派市場論に依拠する限り

で「普遍主義的」であるが，「自己破壊的」

市場原理主義を主張する。それは，伝統的政

治経済学の自己調整的市場原理に対して，イ

デオロギー的な反対を表明するものにすぎな

い。

ポラニーにとって，「自動調節機能をもつ

市場システム」は，産業革命の「成果である

高価で精巧な機械」を「生産に用い」ること

によって，歴史的に「創出」される。「自己

調整とは，すべての生産が市場における販売

のために行われ，すべての所得がそのような

販売から派生することを意味する。」いずれ

の資本家的企業も，年間を通じて，生産され
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た財（つねに運送・倉庫などサービスを含

む）の販売から得た収入 pQ（p生産物単価，

Ｑは，販売数量）によって，生産要素として

購入する労働用益商品に対して支払われる賃

金wL（wは単位時間当たり賃金，Ｌは総労

働時間数），生産要素として購入する土地

（固定資本用益）利用に対して支払われる地

代 rS（rは貨幣市場の単価・利子率，Ｓは

固定資本金額），そして生産要素として購入

される原材料など中間財に支払われる gHQ

（gHは中間財単価，Ｑはその数量で，生産

物販売数量と同じ）を回収する。生産物の販

売や購買に為替手形が用いられれば，銀行に

おけるその為替手形割引率に貨幣市場の貨幣

用益商品の代価としての利子率 rが反映され

ることになる。

以上において，それぞれの資本家的企業に

おいて，一年間の損益計算として，pQ＝

wL＋rS＋gHQが成立する。それと同時に，

ポラニーがいうように，すべての商品種類に

おいて，需要・供給の一致をもたらす自己調

整市場が成立する。つまり貨幣「利子 rm

（rは利子率，mは貸付金額）は，貨幣の使

用に対する価格であり，それを提供すること

のできる人々の所得を形成する。地代 rSは，

土地（固定資本）の使用に対する価格であり，

それを供給する人々の所得を形成する。賃金

wLは，労働力の使用に対する価格であり，

それを販売する人々の所得を形成する。」「最

後に，商品価格は，自己の企業家的サービス

を販売する人々の所得に貢献するが，利潤と

呼ばれる所得は，実際には二種類の価格の差，

つまり生産された財の価格とそのコスト，す

なわち当該財を生産するために必要とされる

財の価格の差に他ならない。」(注３)「もしも

これらの条件が満たされるならば，すべての

所得は市場における販売から派生し，それら

の所得は，生産されたすべての財の購入を

ちょうど満たすものとなるだろう。」（以上，

数量記号は引用者による。）

「どのような社会も，財の生産と分配にお

ける秩序を保障するような何らかのシステム

がなければ存在しえない」。「自己調整的市場

は，社会が経済領域と政治的領域へと制度的

に分離されることを要求する」。社会の経済

領域における秩序，つまり「財の生産と分配

における秩序」が完全に「この自己調整的メ

カニズムにゆだねられる」という点で，19

世紀社会は，「類をみない過去からの決別を

意味していた」。以上のようにポラニーに

とって，「自動調節的市場」とは，あらゆる

社会形態に不可欠な経済原則（財の生産と分

配の秩序）を資本家的企業形態を通じて実現

させるものとしての商品市場経済社会のこと

である。

ところがポラニーにとっては，この資本家

的企業を成り立たしめる「生産の本源的な要

素」の商品化，つまり労働（労働用益）・土

地利用（固定資本用益）・貨幣（貨幣用益）

の商品化は，それらが労働生産物ではなく，

「販売のために生産され」るものとしての本

来的な商品「公準」に反するという意味にお

いて，「擬制 fiction」でしかない。「この極

端なまでの人為的な商品擬制」は，たしかに

「社会全体に関する決定的に重要な組織原理」

（財の生産と分配における秩序形成）を提供

する。しかしその一方で，社会的実在として

の人間と自然・土地，貨幣そして企業は，

「市場システムという悪魔のひき臼の破壊か

ら守られていなければ，むき出しの擬制に

体なんらの 生産要素>を売却するものではなく，

産業資本的形式行動を成すにすぎないゆえに，直

接的になんらの所得をもたらすものではない。そ

の機能経営サービスに対する報酬は，資本所得・

地代からの一定額の分与をなすものに過ぎない。

（注３)この個所は，正確を期すためには，次のよ

うに訂正されなければならない。利潤は，pQ－

(wL＋gHQ)＝rS，つまり地代に等しい。利潤は，

固定資本用益の売却がもたらす資本所得（地代）

の源泉をなす。 企業家的サービス>は，それ自
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よって成立するこのシステムの影響に一瞬た

りとも耐えることができないだろう」。（ポラ

ニー2001）

「1834年の救貧法改正によって労働が完全

に商品の扱いを受けるようになり，自己調整

的市場の条件が整った。そしてその後一世紀

のあいだ，近代社会のダイナミクスは二重の

運動によって支配されることになる。すなわ

ち，やがて全地球を覆うにいたる市場拡張の

運動と，その拡張を阻止しようとする社会の

防衛運動である。」「人間を保護するために工

場法や社会立法が成立し，自然を保護するた

めに土地立法や農業関税および工業関税が生

み出されたのと全く同様に，企業を保護する

ために中央銀行制度や通貨制度の管理が必要

とされた。」（ポラニー2001）

｛国家と自己調整的市場との互恵関係｝

しかし一次大戦前に限って言えば，以上の

諸「立法」や諸「制度」はすべて，ポラニー

の図式化（論証することも実証することも全

く不可能な図式化― 市場的破壊に対する社

会的防衛，そしてその保護的手段による自己

調整市場の破損・経済生活の機能紊乱・社会

的危機へ― ）に対する反証を成している。

それらは，ポラニーの主張とは正反対に，国

家社会と自己調整的市場との互恵的自律的関

係の発展を実証するものに他ならない。それ

故にまた，他方ではその現実的互恵関係を自

らも事実上認めているという意味で，次のポ

ラニーの指摘は，重要である。つまり「全面

的な市場システムすなわち自己調整的市場シ

ステム」を「信奉」する「経済的自由主義は，

世界規模での自己調整的市場システムの確立

のために競争的労働市場，金本位制，国際的

自由貿易を主張し，その実現に伴う困難の大

きさが明らかになると，かえって十字軍的な

使命感に衝き動かされて戦闘的な信条となっ

た」。「自由放任に自然なところは何一なかっ

た。」「自由な労働や土地の市場の導入のため

に，統制，規制，あるいは干渉の範囲は驚く

ほど増大した。つまり自由な市場への道は，

国家の手によって組織された絶えざる干渉行

動の結果として計画的に切り開かれた」（ポ

ラニー2001）。

ここでポラニーは，経済的自由主義，同じ

く「自己調整的市場システム」は，自由主義

国家の強い干渉によってのみ成立・発展する

ことを強調しているのである。以上のポラ

ニーの主張は，われわれの先の指摘― 国際

的金融資本家の「自由放任」は，専制的国家

自治権に対する束縛（自由の強制）として働

いた― を裏付ける。それは，次に見るポラ

ニーの指摘とともに，産業上における自己調

整市場の発展は，自由主義国家の存在と国際

的金融資本家の活動を前提にする以外にはな

いという，確かな歴史的事実の容認に導くで

あろう。つまり一次大戦勃発によって結果的

に100年間にわたった平和（バランス・オ

ブ・パワー）を実現するために，「平和への

切実な関心をも」ち，その関心を「何らかの

社会的手段によって政治の次元に転換」させ

ることのできる「主体が出現した」。この永

久平和のための「隠された要因とは，大銀行

家による国際金融業であった」。（ポラニー

2001）

大銀行家による国際銀行業は，19世紀最後の三分

の一世紀および20世紀の最初の三分の一世紀におい

て，世界の政治的な組織と経済的な組織の間の主要

なリンクとして機能した，独特の制度であった。そ

れは，国際平和システムを維持する手段を提供した。

国際平和システムは，強国の助けを借りて機能して

いたのであるが，強国だけでは，それを確立するこ

ともできなければ維持することもできなかったであ

ろう。国際銀行業は，非常に柔軟な組織として常時

機能した。金融と外交との間には，緊密な関係が

あった。総体として見て首尾よく平和が維持された

秘密は，間違いなく国際金融の位置，組織，そして

技術にあった。（ポラニー2001）

ただしここでは，企業の固定資本形成のた
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めの資本市場おける国際金融業の役割が脱落

している。ポラニーの「自己調整市場」は生

産諸要素の提供に対する所得の関係を明らか

にしているのであり，当然にもそれらの生産

要素を「自己調整市場」の外部から提供する

ものとしての労働市場や資本市場を含まない。

ポラニーにおいては，資本家的産業企業を成

り立たしめる労働（労働用益）・土地利用

（固定資本用益）・貨幣（貨幣用益）の三つの

商品化は，「自己調整市場」を内部的に構成

するものとされ，その市場システムは，主権

国家群のバランス・オブ・パワーが保障する

世界市場上の労働市場や金融市場の発展とは，

切断された。しかし現実的には，これらの

「擬制的」自己調整的市場も，資金を産業立

地に集中し固定資本を形成する資本市場シス

テムの発展や世界的な労働市場形成によって

裏打ちされない限り，自律的な自己調整市場

として発展することはできない。世界市場に

おいて貨幣市場と資本市場とは，それらの相

互影響のもとに，全体として流動性リスクを

最小化させる金融システムをうみだす。一方

で，移民が完全自由化され労働の流動性が世

界化する。そして資本市場・株式市場を通じ

て調達される資金によって形成される固定資

本が，その固定資本用益の商品化と，同時に

労働用益の商品化を可能にする。固定資本用

益は，限界労働生産力以上の一定の労働生産

性の実現を可能にするものとして，始めて商

品化しうるし，またそうでなければ，労働用

益の商品化もあり得ないからである。

世界的な資本市場・労働市場の発展に裏打

ちされて，始めて自己調整市場は自律的な拡

大的成長を遂げる。自己調整市場を裏打ちす

るものとしての世界的現実的な金融市場・労

働市場システムの奇妙な脱落においてのみ，

ポラニーの「擬制的」自己調整市場原理主義

は成立した，といえるかもしれない。しかし

この点はより一般的にいえば，ポラニーが依

存する新古典派的経済学の枠組みが，続いて

論じるように原理論的世界と段階論的世界と

の分離・関連という宇野がはじめて提起した

方法論上の問題を，自覚的には明確にしえな

いままであったことを意味している。

｛原理論としての金本位制・自己調整市場｝

自己調整市場（資本家的企業存在）と自由

主義国家・レッセフェール世界市場とは，互

恵的な関係のもとにそれぞれ自律的に発展し

ていく。それゆえ（ポラニーは意識していな

いが）前者を原理論・純粋資本主義論として

一般的に規定する場合にも，後者の存在に対

する認識は，不可避である。自動調節市場

（純粋資本主義社会）の存在は，度量衡，会

社法制，金本位制・中央銀行制度，私有財産

制度と租税制度，そして国際的金本位制・金

融システムなど，歴史的な自由主義国家イン

フラおよびレッセフェール世界市場の発展を

前提にすることは，明らかである。それらを

前提にするからこそ，自己調整市場（資本家

的企業存在から成る純粋資本主義社会）は，

その真に自律的な論理を展開でき，それゆえ

原理論を成立させることができるのである。

たとえば，商品交換は，必ず金貨幣あるい

はそれに基づく為替手形など信用貨幣・兌換

銀行券・中央銀行券など国家体制のもとに行

われざるを得ないが，金貨幣の仲介による一

般商品の等価値交換の根拠は，原理論的に限

界生産費・労働量価値によって説明される以

外にない。それゆえに，ポラニーが次のよう

にいう場合に，それは，自己調整市場から構

成される資本家的企業，あるいはポラニーの

いわゆる「資本主義生産組織」・「法人と呼ば

れる巨大な擬制体」に対する，自由主義国

家・中央銀行制度・金本位制度の本来的な関

係を，まさに逆転させるものである。完全に

間違いであり，ポラニーが経済学原理を欠落

するゆえんを暴露するものである。

…もしも工場で働く人間を，労働力に関する商品
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擬制の影響から守るために工場法や社会立法が必要

とされたのだとすれば，また自然資源や農村文化を，

それらに関する商品擬制の影響から保護する必要か

ら土地立法や農業関税が誕生したのだとしたら，工

業およびその他の分野の生産企業を，貨幣に対して

適用された商品擬制にともなう害悪から保護するた

めに中央銀行制度や通貨制度の管理が必要とされた

ということもまた同様に真実なのであった。まった

く逆説的なことであったが，人間存在や自然資源ば

かりでなく，資本主義生産組織それ自体もまた，自

己調整的市場の破壊的な影響から保護されねばなら

なかったのである。（ポラニー2001）

一次大戦前のレッセフェール世界市場は，

自由主義国家・国際金本位制と自動的な多角

的決済システムによって総括される。それは，

産業企業を成立させる自動調節市場とレッセ

フェール金融システムとから構成される。前

者の資本家的企業は循環資本と固定資本所有

から成り，循環資本促進のために，また固定

資本形成のために，世界的金融システムがも

たらす貨幣市場と資本市場とを必要としてい

る。貨幣や資本の提供者が受け取る利子やリ

ターンは，資本家的企業が金融を受けて生み

出す剰余価値によっている。それゆえ，両者

は互いに共進的な関係に立っている。そして

先に触れたようにポラニーによれば，国際的

金融業は，世界市場と自由主義的主権国家群

との互恵的な関係を仲介しつつ，世界の永久

平和をデザインし，実践していた。

以上，自由主義国家・レッセフェール世界

市場が段階論を構成する。一方でそこから抽

象される自己調整市場と純粋資本主義社会と

は，互いにほぼ同義をなすものとして，原理

論を構成することになる，といってよいであ

ろう。

４．純粋資本主義社会とレッセフェー

ル世界市場

｛生産過程への国際的関係の内部化｝

「純粋資本主義」社会は，他に依存するこ

とのないそれ自身で完全に自律する社会であ

る。宇野においても，伝統的政治経済学やポ

ラニーと同様に，純粋資本主義論・原理論は，

主権国家群と共に世界市場そして世界的金融

市場・労働市場システムから切断された。宇

野は，レッセフェール世界市場発展を段階論

として棚上げし，概してリカード・マルクス

モデルに従って，資本家的土地所有者・産業

資本家・労働者の三大階級への純粋化傾向を

根拠にして，「純粋資本主義社会」を想定す

る。ただし他方で宇野の「経済学方法論」は，

次のようにもいう。

商品経済は，それが社会の内部に浸透し，

産業資本として労働力商品化にもとづき「生

産過程を把握するとき，資本主義として確立

され， 国際的関係>は，その内部に吸収さ

れて行く」（宇野1962）。宇野は，実際には方

法論上原理論と段階論・「国際的関係」とを

互いに「関連」（宇野1962）づけることに，最

大の関心を置いていた。「論理」と「歴史」

の原理論と段階論への分離は，当然に両者の

関連いかんという方法論上の課題を明確にす

るはずのものであった。しかしここで，「国

際的関係」あるいは世界市場システムを資本

主義生産の内部に「吸収」するとは，一体何

を意味するのか，宇野は具体的に何も述べて

いない。われわれは答える，純粋資本主義社

会は，世界市場上の金融システム（流動性リ

スク最小化メカニズム）と国際移民など労働

市場の発展をその内部に「吸収」する，と。

この点を明確にする前に，宇野の「純粋資

本主義」論の方法論上というよりも，むしろ

内容上の誤りを訂正しなければならない。宇

野の産業資本概念は産業資本的形式と同義で

あり，それ以外のなにものでもない。この場

合に，企業の固定資本は，事実上企業の循環

資本の内に解消され（生産手段としての固定

資本の価値は，循環資本の多数回循環の内に

長期にわたり少しづつ生産物に価値移転され

るとされ，原材料等の中間財の価値と本質的
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に同じものと想定される），企業の循環資本

が，労働力の商品化を根拠にして産業資本と

して自律化する（「自己増殖する価値の運動

体」）とみなされた。その一方で，農業にお

いては，資本家的土地所有が産業資本循環の

発展に阻害的に対立するものとみなされ，一

般的に循環資本に対応する固定資本所有と資

本家的土地所有との概念上の同一性が否認さ

れた。

産業における循環資本の存在は，労働力の

商品化によって根拠づけられるとしても，そ

の労働力の商品化を可能にし根拠づけるもの

は，実は固定資本の存在なのである。といっ

ても固定資本は，相対的過剰人口を生み出す

ことによって，労働力商品化を根拠づける，

などと言いたいのではない（むしろ相対的過

剰人口は労働力商品化の結果である）。固定

資本は固定資本用益を提供し，労働用益とと

もに一定の労働生産力を実現する。産業資本

循環の自律性あるいは存在根拠とは，ひとえ

にあらゆる産業分野において，互いの競争を

通じて自らますます高い労働生産力を実現し

うるその生産経済能力にあるのである。宇野

の三大階級論としての原理論は，循環資本運

動中の労働生産力の実現にその根拠をもたら

すという意味における固定資本の概念化に完

全に失敗した。

｛純粋資本主義社会を想定できる理由｝

資本家的産業・商業・商業銀行企業は，す

べて本来的に循環資本と固定資本所有との資

本二元的存在であり，労働生産力を実現する

その二元的存在において始めて，個々の資本

家的企業の自治的活動も，それゆえまた資本

主義社会全体の自律性も保証される。企業の

循環資本（Ｍ－Ｃ…Ｐ…Ｃ－Ｍ）の自律的

運動と三つ（労働用益・固定資本用益・中間

財）の生産要素市場およびは生産物（中間財

と最終財）市場における需給一致とは，表裏

一体の関係にある。資本家的企業経済は，企

業それぞれの自治的活動の総和において，社

会が存在すべく前提をなす経済原則関係（効

率的な財の生産と分配と消費およびその繰り

返し）を自律的に実現する。そして中央銀行

を伴う商業銀行が生み出す当座預金・為替手

形割引の貨幣市場は，循環資本の循環を促進

して，その効率性を最大化させる。

労働用益と固定資本用益がそれぞれの市場

で取引され売買されるということは，労働者

と固定資本所有者が受け取った賃金あるいは

地代で，生産された最終財を買い戻し，それ

を消費して，それぞれ労働用益ないし固定資

本（生産手段）用益を形成・再形成するとい

う，それ自体市場取引ではない「生産と消

費」の経済原則関係の実現を含んでいる。社

会における生産と消費という経済原則は，市

場取引を通じて行われるのであるが，市場そ

のものをなすわけではない。他面で，市場の

自律的存在は，市場を媒介とするこの経済原

則の実現を前提にしている。

労働用益と固定資本用益そして貨幣用益は，

商品化され売買されなければならないが，

「売買されるものはいかなるものであろうと，

販売のために生産されたものでなくてはなら

ないという公準」は，これらの用益に「つい

てはまったく当てはまらない。」（ポラニー

2001）。しかしポラニーのいうように，これ

らの用益商品の存在は，「擬制」でしかない，

などとはいえない。いかなる用益も「商品

化」すれば，金貨幣に対して，立派に商品で

あり，それゆえに市場法則・価値法則に従わ

ざるをえない。重要な点は，次のようなポラ

ニーそして宇野による経済原則関係の明確化

である。「労働は，いかなる社会においても

それを構成する人間存在それ自体であり，ま

た土地（固定資本・本源的な生産手段…引用

者）は，社会がその中に存在する自然的環境

そのものにほかならない」（ポラニー2001）。

しかし「労働と土地を市場メカニズムに包摂

するということは，社会の実体そのものを市
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場の法則に従属させること」（ポラニー2001）

にはならない。まさしく宇野の純粋資本主義

論が方法論上明確にしているように，「市場

の法則」は，「社会の実体そのもの」（経済原

則：生産と消費）の実現を仲介するものとし

てこそ，自らの自律的存在を可能にさせ，ま

た根拠づけるのである。

｛純粋資本主義社会の前提；世界市場｝

純粋資本主義社会は，労働用益と固定資本

（生産手段）用益といった（本来的に市場経

済にとって外部をなす）社会の実体を，それ

らの商品化を通じて，また最終財の消費によ

るそれら用益の形成を通じて，その市場シス

テムに「内部化」する。そのことによって，

その社会は，完全に自己完結的な自己調整的

市場社会と同一化することになる。しかしな

がら，労働用益と固定資本用益は，最終財と

の商品交換を通じて循環資本の運動に「内部

化」されるとしても，その存在自体はつねに

市場経済・循環資本にとって外部的な存在で

あることについては，経済原理上いささかの

変更もない。このことは，自己調整市場（純

粋資本主義社会），あるいは拡張的な自己調

整市場は，労働用益の提供者である労働者と

固定資本用益の提供者である固定資本所有者

の存在を，つねに前提とし与件とすることに

よってのみ，存在し得ることを意味している

(注４)。

そして要点は，このような前提的条件を実

現するものは，世界市場上における資本市場

（投資バンキングと株式証券市場）および労

働市場の現実的な発展（設備投資現場におけ

る労働集積）による他にない，という点であ

る。この意味において，自己調整市場（純粋

資本主義社会）あるいは拡張的な自己調整市

場は，外部的に存在する世界市場上の資本市

場および労働市場（国際的関係）を，その

「内部に吸収する」ことになる，といってよ

いのである。（なお，附言すれば，「貨幣用益

の商品化」についても同様に，世界市場上の

貨幣市場が原理論上の貨幣市場に内部化され

ると，いってよい。）

｛原理論と段階論｝

固定資本用益と労働用益の存在およびそれ

らの質的進化・量的増大を与件として，企業

間の自由競争を通じて水平的分業と社会的分

業を徹底化しつつ，ますます社会的に高度な

労働生産力を実現し，拡大再生産的に発展し

ていく，他に依存することなき自律的な純粋

資本主義社会。純粋資本主義論者は，18世

紀以来，一次大戦以前の自由主義国家・レッ

セフェール世界市場の現実的発展にもとづい

て，純粋資本主義社会の現実的歴史的存在を

原理論として論証することができる。世界市

場上の資本市場・労働市場の発展がもたらす

ますます増大する固定資本用益および労働用

益の形成は，「純粋化傾向」（資本家的企業が

その高い労働生産力に基づいて周辺の非資本

家的企業あるいはより低労働生産力の資本家

的企業を競争上圧倒していく様子）を保証す

る。かくして，「純粋化傾向」とそれをもた

は固定資本所有者と労働者が用益形成者・最終
財消費者として外部から流入していく様を示す。

（注４)これらの点は「生産資本の循環（P…Ć－

Ḿ･M－C…P）」に対応する労働用益および固定

資本用益の形成（右図）をみれば容易に理解でき

よう。
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らす資本市場および労働市場の世界市場的発

展の「内部化」が，純粋資本主義社会の想定

に唯物論（社会科学）的根拠をあたえる。

一方で，段階論は原理論を踏まえて，次の

ことを実証する。自由主義国家・レッセ

フェール世界市場は，その存在を規制し根拠

づける純粋資本主義社会の原理（価値法則・

循環資本と私有制・固定資本所有，これらを

可能にするものとしての所得税の最少限化を

含めよ）に対して，それが不可欠とするその

与件そのもの（固定資本所有者および労働者

の存在）を，みずから資本市場・労働市場を

通じてもたらすものとして，歴史的現実的に

発展していく，と。

宇野の求めたものは，以上の如く，純粋資

本主義（原理論・論理）と自由主義国家・

レッセフェール世界市場（段階論・歴史）と

の本来的な分離・結合の「関係」であったで

あろう。宇野のこの目的は，固定資本概念の

失敗の故に，挫折せざるを得なかったが，こ

のような問題関心は，ポスト宇野においては，

降旗（1984）などを例外として，雲散霧消し

た。「純粋化傾向」云々の議論は，レッセ

フェール世界市場の現実から切断され，その

原理論（土地所有・商業資本・銀行資本の

「分化・独立」なる「発生」論的展開，一種

の論理＝歴史説への傾斜に注意）と共に，一

国資本主義発展史観へと堕落していった（大

内力，日高晋，山口重克，小幡道昭など）。

他方で世界市場的発展，さらに一次大戦以後

の世界政治経済的発展のリアリテーに圧倒さ

れたものたち（鈴木鴻一郎，岩田弘，宅美光

彦など）にとっては，「純粋資本主義社会」

など，現実の世界政治経済的発展から完全に

遊離した観念論・「ユートピア」でしかな

かった。かれらは，資本主義の世界的歴史的

発展を「内的に模写する」などとして，「世

界資本主義」の発生・発展・危機の論理，つ

まり歴史的現象を直接的に規定する論理とし

ての論理＝歴史説（二段階論として唯物史観

の直接的な適用にすぎなかったが）を主張し

た。こうして宇野学派は解体したが，築かれ

た瓦礫の山には，マルクス派特有の教条主義

の故にか，宇野の固定資本概念の誤りを嗅ぎ

だすネズミ一匹，現れなかった。

｛「利子生み資本」と「資本市場」｝

資本家的企業は，循環資本と固定資本との

資本二元的存在である。固定資本の所有者が

その固定資本用益を商品化して受け取る地代

を一般的利子率（貨幣利子率）で資本還元す

れば，その地代を自らの利子として生み出す

固定資本が成立する（資本利子率は貨幣利子

率に等しい）。それは利子生み固定資本とし

てのその金額で，資本市場で売買されうるも

のとなる。簡単に数字で示してみよう。

１株１ポンド，1000株を発行して調達し

た1000ポンドで，土地を含む設備投資（固

定資本形成）を実行する。その設備・工場を

一年間貸与して，年地代が100ポンド得られ

るとする。一般的貨幣利子率が８％であると

すれば，100÷0.08＝1250（100ポンドを利

子率８％で資本還元する）なので，ここに１

年間100ポンドの利子を生みだす「利子生み

固定資本1250ポンド」が成立する。貨幣利

子率８％は，100÷1250＝資本利子率８％に

当然に等しいことになる（現実的には資本利

子率は危険プレミアム分だけ貨幣利子率より

高いとされる）。

一方で，1000ポンドで購入した1000株は，

証券市場（資本市場）で1250（１株1.25）

ポンドで売却できることになり，実際にそれ

を実行すると125（１株あたり1.25）ポンド

のキャピタルゲインが得られる。1250ポン

ドでその1000株を購入する投資家は，その

1250ポンドを株を買わないで銀行に預金す

れば，100ポンドの利子を得ることができる。

このように一般的に貨幣市場と資本市場とは

互いに影響し合っている。

ここで重要なことは，利子生み資本として
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の株式資本（固定資本）所有とその株式資本

の商品化との関係である。つまり上の例で発

行市場で1000株を購入し所有する人は，そ

れを，少なくとも1000ポンド以上で，現金

が必要な時にいつでも売却できる可能性がな

ければ，その1000株を購入することをしな

いであろう，という点である。

以上では，レッセフェール世界市場上で次

の関係が生まれている。つまり貨幣利子率に

等しい８％の利子を生む固定資本の成立とい

う純粋資本主義社会内部で生じる原理的関係

は，その外部的関連としての資本市場で，そ

の1000株（1000ポンドの固定資本所有）が

1000ポンド以上の1250ポンドで売買されう

るという，世界的金融市場関係（段階論的関

連）と相互補完の関係にある。「原理的関係」

と「段階論的関連」とは，相互補完的関連に

おいてのみそれぞれが存在できる。一方が存

在できないなら他方の存在もないという関係

にある（両者の相互不存在は，実際に一次大

戦以後国家による経済・金融への介入のもと，

企業の脱資本家化と世界的金融システムの崩

壊によって起こった）。

以上にみたように利子生み固定資本の形成

と資本市場・貨幣市場の発展とは，相互補完

的な関係にたっている。しかし資本市場によ

る固定資本の形成とその商品化は，必ずしも

株式証券による必要はないということは指摘

しておいてよい。実際に19世紀半ばまでの

イギリスでは，パートナーシップが支配的な

企業形態であり，産業革命のための固定資本

形成は，近隣の商人や地主の出資，産業資本

家たち自身の利潤・地代からの金融にもとづ

いていた。固定資本の証券化と証券（資本）

市場の発展は，固定的投資の流動性リスクを

最小化するものとして，特に1870年代以降

（それ以前は証券市場の主流は国債），固定資

本の巨大化と産業企業への株式会社形態の普

及とともに，不可避的なものになるにすぎな

いのである。

｛宇野金融資本論の克服｝

また次の点も指摘しておきたい。つまり宇

野のいわゆる「それ自身に利子を生むものと

しての資本」というのも，たしかに「資本家

的理念」あるいは「資本の物神性」をなすも

のではあるが，利子生み固定資本として（つ

まり一定以上の労働生産力を提供しうるもの

として）資本市場を通じて現実的に形成され

る以外には，存在し得ないものであるという

ことである。

以上から，宇野の二つの文章を，次のよう

に修正することができる。( )は削除，

［ ］は挿入をしめす。

…株式資本の産業への普及も，純粋の資本主義社

会において，すでに［利子生み固定資本として］論

理的には展開せられざるを得ない，しかし現実的に

は［資本市場で］具体化され［る］（ない)，いわば

理念としての (，)資本の商品化の具体的実現に他な

らない（宇野1962)(注５)。

…資本の自由競争 (の障害をなす)［および国際

的分業化をますます促進する］固定資本の巨大化が，

株式会社形式の普及を著しく促進し，その普及とと

もに銀行との間に新たなる関係を展開して，両者の

結合の内に［産業企業と銀行・証券市場との共進的

な高度経済成長を実現する］（独占的組織体を形成す

る金融資本が成立する)…。（宇野1962）

19世紀80年代以降，ドイツでもイギリス

でも，産業企業に株式会社形態が急速に普及

していった。株式会社の普及は，世界的な規

模での貨幣市場および証券（資本）市場・証

券取引所の発展を伴っていたが，両者を結び

つけたものは，イギリスでは，投資銀行業と

（注５)鎌倉（2010）は，以上の宇野の文章につい

て，「宇野理論の真髄が凝縮されているものでは

ないかととらえ」，解読を試みている。しかし，

鎌倉は「利子生み固定資本」については何の問題

意識もないので，宇野の「真髄」をわれわれの修

正版のごとく，原理論と段階論との関連づけの問

題として明らかにすることはできなかった。
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商業銀行業とを分業とする専門化バンキング

システムであり，ドイツは，両方を行うユニ

バーサルバンキングシステムであった。ドイ

ツ式のユニバーサル銀行は，重工業株式会社

などに対して，委任投票権などを通じて特有

なリレイション（親密関係）バンキングを発

展させた。しかしその関係は，後者の自治的

な資本家的企業存在を超える「金融資本的支

配」のドイツ型を成立させるようなものでは

決してなかった。

一方，イギリスでは，銀行との親密な関係

が（ドイツで見られたようには）発展せず，

けっきょくは海外投資によって金融資本的支

配が確立（金融資本化）する，と宇野は主張

した。しかし株式会社（法人）化しても，国

内資本の相対的な海外投資化がますます進ん

だとしても，循環資本と固定資本所有とから

なる自治的な資本家的産業企業存在の本質

（原理）になんら変更があるわけではない。

産業資本の「金融資本化」のイギリス型など

もともと最初からあり得ないのである。宇野

の段階論は，タイプ論をなすとすることは良

しとしても，原理論の利子生み固定資本概念

との関連を含め，その内容は，全体的に大き

く修正する必要があるといわなければならな

いだろう。

５．段階論の世界；金融システムと資

本家的産業企業の発展

｛産業資本主義的発展の「純粋化傾向」｝

金融・信用システムが軍事上の起源を持つ

ことは，経済上重要な派生的効果をもたらし

た。18世紀のほとんどにわたる軍事支出の

異常な高レベルとそれに対する戦争ローンの

非常な増大が，イングランド銀行のみならず，

国際的な金融資本家階級に，膨大なビジネス

をもたらした。イギリス国家は，一貫して

「外へ向かう」志向性をもち，金融資本家階

級と協力して「国際的役割あるいは帝国とい

う偉大さ」を追求した。シテーをベースとす

る国際的金融センターと貿易会社の強力なグ

ループが形成され，金融的商業的諸機関が国

家的優先権を獲得した。

イギリス国家は，初期から，バンキング，

法的なサービス（私有財産などの保護），関

税保護，海軍による貿易保護をつうじて，ま

た19世紀には，関税保護を自由貿易政策に

転換させることにより，産業企業の発展のた

めにインフラサービスを提供した。伝統的に

考えられているとは逆に，イギリスは，強い

国家（帝国）のもとで，「世界の商業」「世界

の銀行」「世界の証券市場」たることによっ

て，結果的に「世界の工場」たることを実現

したのである。（Weiss& Hobson 1995）

この意味では，強い国家の存在は，産業企

業の発展にとって永続的絶対的に必要であっ

たが，市場と商業化が，産業化の前夜にすで

に広範囲に発展していたので，産業発展を直

接的に刺激するような国家機能に対する火急

な必要性はどこにも無かった。イギリス産業

は，商業・商業信用に助けられて発展し，ま

た早期に成熟したため，資本市場に対する需

要を殆どもたなかった。金融は，ますます海

外投資に向かうようになり，帝国の膨張がそ

れを支援した。イギリスの製造業者も農業企

業者も，国内外で「前資本家的」生産者と競

争しえ，またはそれらを圧倒することができ

た。（Weiss& Hobson 1995）

｛資本家的企業発展の最高段階｝

イギリス産業は19世紀70年代以降，特に

ドイツの農・鉱・工業企業との競争が激化し

たが，産業の株式会社化と商業によって助け

られる市場調整が，ドイツ産業に対するイギ

リス産業の対応であった。イギリス国内産業

の法人金融は，地方とロンドンの証券取引所

によって十分に発展した。それは，19世紀

中葉には海外に向かったイギリスの一般投資

家にとって，世紀末以降の世界的証券市場の
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発展の中で，イギリス国内産業への投資も，

より有利な投資機会の選択肢の一つに浮上し

たことを意味した。

イギリスの「産業革命」で一世代以上も昔

に開発され普及したもろもろの技術革新が，

ドイツでも苦心の末，1870年代初頭までに

は達成されていた（ランデス1969）。しかし特

に1871年の帝国の形成は，ドイツの経済発

展における新しい時代の始まりを意味した。

国民は，一つの政府のもとに統一された。五

年の間に，政府は，七つ以上の独立した硬貨

鋳造を一つの通貨に統合し（1871年），そし

て単一中央発券銀行つまり帝国銀行を設立し

た（1876年）。1860年代と1870年代を通じ

て，株式会社創設における制限が緩和され，

ビジネス勃興に対する重要な障壁が撤廃され

た。同時に，フランスに対するプロイセンの

勝利が，戦争賠償金として，史上最大の移転

である50億フラン（これは，ドイツの GDP

の約４分の一に達する）をもたらし，これが

金本位制の確立を可能にした。かくしてドイ

ツの政治的制度的諸条件は，大規模産業企業

（ユンカーの資本家的農業企業などを含む）

の発展にとって，きわめて好都合なものと

なった。（Fohlin 2007）

イギリスでは，産業革命は，小麦生産や綿

工業部門を中心にして，パートナーシップや

個人企業形態によって築かれたが，ドイツで

の主導産業部門は，ラントシャフト信用制度

（抵当証券流通による固定資本形成）を発展

させた農業（小麦と甜菜）と株式会社形態を

発展させた重化学工業であった。大量の抵当

証券と株式証券が，ユニバーサル銀行（ラン

トシャフト銀行を含む）によって証券市場に

持ち込まれた。そして，19世紀80年代まで

には，プロイセン東北部（農業）とベスト

ファーレン地域（鉱山・工業）が西ヨーロッ

パ最高の労働生産性地帯にのし上がった。以

後ドイツは，これらの地域における農業，鉄

鋼業の発展を中心にして，ついに世紀末には

イギリスの鉱業・工業・農業を追い抜くこと

になる。

ドイツはすでに1850～60年代に，綿糸や

銑鉄といったイギリス最良の工業製品の輸入

依存から次第に脱却し，1870年以降は，国

内市場制覇の余勢を駆って外国市場でも有力

な地位を築き始めた。ドイツからの工業製品

輸出量の増大はますます加速し，イギリス人

も，その新敵手の存在に気がつきだした。た

とへばドイツの鉄鋼輸出は，イギリスがこれ

まで自分の縄張りとみなしてきた諸地域―

オーストラリア・南米・中国― ひいてはイ

ギリス国内・帝国内にすら向けられるように

なった。有機化学工業や電機工業などの新興

工業の分野でも，ドイツの優位が顕著になっ

た。（ランデス1969）

｛不均等発展と，一次大戦の原因｝

農業・鉱業・工業企業におけるドイツ・イ

ギリス間の19世紀末葉以来の「不均等発展」

は歴然としていたであろう。しかし，ドイツ

は，これだけの伸長を遂げた後にも，金融・

商業国としては，イギリスに遥かに後塵を拝

していた。1895年の貿易量は，イギリスの

５分の３程であり，商船隊のトン数は，イギ

リスの６分の１に過ぎなかった。1870～1913

年において，工業生産高の伸び率は，イギリ

スの２倍に対して，ドイツでは６倍に達した。

しかし，一人当り国民所得で比較すると，

0.7または0.8対１と，ドイツはイギリスに

劣っていた。イギリスは，一次大戦にいたる

まで，金融業，商業，海運業などにおいて，

他の諸国をはるかに圧倒していた。他方でイ

ギリスの産業も，ドイツからの競争に対して，

合併による大規模化・法人化によって，技術

の再編成やアップグレイドを相当に進めて

いった。特にイギリスの化学や電気設備，銅，

染料，そして製薬は，しばしばフランス，ド

イツ，アメリカのそれらに勝っており，帝国

主義や国際的商業・自由貿易主義に後押しさ
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れて，立派に成長した。（Weiss&Hobson1995)

外国為替の事実上の固定相場制を保証する

国際的な金本位制のもとで，農業と甜菜糖・

鉄鋼・石炭・電気・化学などの発展を担った

ドイツの金融・産業システムが，イギリス帝

国による国際的自由貿易と世界的金融・産業

システムの発展に対立・対抗するというより

も，むしろそれらを補完するものであったこ

とは，明らかであろう。ドイツの鉄鋼や小

麦・砂糖に対する関税政策は，国際競争力・

優越的生産力を可能にする巨額の固定資本費

用を回収し，国内・国際的資本市場を活性化

するために不回避的であった。しかし，この

関税政策（ヨーロッパ大陸の関税率は，イギ

リス帝国の自由貿易主義圧力を背景とする最

恵国条項によって不断に低下する趨勢にあっ

た）がもたらした大量製品輸出・大量原材料

輸入は，イギリス帝国の自由貿易主義に積極

的に協調する意味を持っていた。1913年に

世界貿易の39％をしめたイギリス・ドイツ

両帝国の経済発展は，レッセフェール世界市

場全体の分業の深化と拡大・成長をもたらす

ものとして，両帝国の互恵的経済関係の発展

（段階論的特徴といってよい）をよく示して

いる。（Crammond 1914)(注６)。

イギリスとドイツは，以上のようなレッセ

フェール世界市場システムの発展のもとに，

財政・国家インフラ形成による「財産権，法

の支配，領土的・社会的支配の制定，ならび

に国内的・世界的市場を生み出すこと」にお

いて，十分に強い国家として発展した。

（Weiss & Hobson 1995）。ところが，両国間に

おける産業の不均等発展は，レーニン

（1917）が描き出したように，歴然としてい

た。イギリス国内・帝国世論のなかに，反ド

イツ的な産業保護と帝国特恵政策への転換の

兆しが生まれた。

実際にはこの帝国特恵関税の導入は，イギ

リスの金融資本の反対により，一次大戦以後

に延期された。しかしドイツ側は，本来的に

自国産業の発展を保証するイギリス自由貿易

帝国政策が将来的には放棄（一次大戦後現実

のものとなったが）されるのではないか，と

深刻に危惧するようになった。ドイツは将来

的危機に対して，海軍力をさらに強化する

「世界政策」を展開し始めた。イギリスは，

フランスやロシアと共にヨーロッパ大陸内で

のドイツ・ヘゲモニーの可能性を憂慮した。

イギリスはロシア・フランスとの三国協商を，

日本あるいはアメリカとの二国間同盟により

補完することによって，またドイツはオース

トリアとイタリアとの三国同盟によって，互

いのバランス・オブ・パワーを模索した。し

かし結果は，両国における不戦同盟の欠落の

もとでの軍備拡大・建艦競争であり，最終的

に一次世界大戦の勃発であった。（ケイン，ホ

プキンズ1993）

この時に，ポラニーのいう19世紀文明，

すなわち世界平和・国際金本位制・自由主義

国家，そしてそれらの「母体」をなす自動調

節市場は，突然崩壊したのである。

６．「大転換」から三段階論へ

｛宇野三段階論の成立｝

宇野は，1938年治安維持法違反容疑で検

（注６)［ドイツとイギリスの国際収支（1912年）］

(貿易収支) (貿易外収支) (資本収支)(貴金属貿易収支)(誤差)

ドイツ －94.4 ＋50＊＋30＋10 －13.0 －9.1 ＋26.5＝0

イギリス －145.6 ＋185.0＊＋100.0＋35.0 －185.0 －11.4 ＋22.0＝0

（単位100百万ポンド） ＊投資残高が生む年々の利子（資本所得）

イギリスでもドイツでも，貿易収支の赤字（商

品輸出＜商品輸入）と資本収支の赤字（資本輸

出＞資本輸入）が貿易外収支とくに資本所得に

よって，ファイナンスされていた。両国の国際収

支均衡は，次のような一次大戦前の世界貿易関係

を典型的に示している。つまり工業諸国からの工

業化されていない諸国への工業製品および資本

（短期資金貸付を含む）の輸出と，前者の後者か

らの一次産品の輸入から生じる国際収支の赤字を，

累積的な資本輸出残高がもたらす資本所得によっ

て相殺していた。
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挙され東北帝国大学の休職を命じられた。

1941年に大学を辞職したのち，民間の研究

所で次のようなテーマの研究を精力的に行

なった。①ブロック化と植民地主義によって

第二次大戦に帰結した第一次大戦以後の世界

経済の分析。これは『糖業より見たる広域経

済の研究』（1944年，「序論」「結論」を執

筆）に代表される。②二次大戦前に論争され

（封建論争ないし日本資本主義論争として），

戦後民主化が国民的課題となって改めて問題

となった我が国農村の封建的性格の解明。こ

れは『農業問題序論』（1947年）にまとめら

れた。③二次大戦前に対して「民主主義的」

に構造的変革をなした戦後日本経済の復興過

程に対する分析。「国内経済 概観」として

多数レポートされたが，論文「資本主義の組

織化と民主主義」（1946年）は，この分析の

統一的視点を提示するものであった。これら

の研究は，宇野にとっては，資本主義の発展

段階論を超える世界政治経済の現状分析をな

すものとして，方法上明確に意識されていた

が，研究の成果もそのことを確証した。

①の研究では，ドイツの第一次大戦以後の

砂糖関税が，それ以前の直接金融資本と大土

地所有にもとづく「独占的カルテル関税」か

らは区別され，新たに発生した「世界農業問

題」を背景にする，自給化政策，農工業への

国内統制，国際協定，広域経済の展開という

一連の関連において理解された。

②の研究では，封建論争の背後に進行して

いた「昭和農業恐慌」を，第一次大戦後の

「世界的な農業問題の特殊な表現」として，

つまり「わが国の農業問題もまた世界資本主

義が処理し得なかった問題を特殊な形で問題

にして来たもの」として，理解することに

なった。

③の研究では，第一次大戦後，とくに

1930年代以来の世界的農業恐慌と各国の構

造的失業に対する国家の全面的介入が，金融

資本の組織化の限度を超える「一段高度の資

本形態による組織化」として理解された。ナ

チズムについては，金融資本をその主体とみ

なすコミンテルンの理解― デイミトローフ

の「金融資本の最も反動的なテロル独裁」な

る有名なテーゼに示された― と異なって，

むしろ金融資本的支配による組織化の限度

（農業恐慌や大量失業を解決できない）に対

するものとみなされ，またナチズムの破綻に

対するニューデールの型の「民主主義的」な

「国家による資本主義の新たな組織化」が，

二次大戦後の日本にも展望された。

第一次大戦後の世界政治経済の発展が「世

界農業問題」の解決を動力とするものとして

理解されることになると，1935年の宇野論

文「資本主義の成立と農村分解の過程」で見

られたような，各国資本主義の歴史的展開を

いずれにも共通する「発展の法則」（論理＝

歴史説）の多かれ少なかれの歪曲として規定

し比較対照する二段階論的な方法（大内力，

山口重克，小幡道昭などの一国資本主義発展

史観が依拠する方法）は，明らかに後退せざ

るをえない。ここにおいて，イギリスやドイ

ツなど直接一国の歴史的発展をとって「一般

的規定」とするよりも，まず各国の発展を制

約するような17・８世紀以来のそして一次

大戦に至る資本家的企業経済としてのレッセ

フェール世界市場システムの一般的変遷を明

確にするという，段階論上の課題が当然に浮

かび上がってくる。

さらに宇野にとって，現状分析的研究を通

じて段階論の課題や対象領域がより明確に

なったことは，その段階論に対する一般的基

準として原理論を体系化する上で，重大な意

義をもっていた。宇野自身段階論としての

「経済政策論ができるにしたがって『資本論』

による原理論ができた」（宇野1970―73）とし

ている。段階論（経済政策論）の対象領域の

明確化（一次大戦以後の国家による直接的な

組織化を要する「資本支配の危機」と区別・

対比される大戦前の金融資本・産業資本・商
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人資本による「支配的階級関係の確立」）は，

資本主義の世界史的展開における社会的再生

産（経済原則）の特殊的な実現として，資本

支配の自律性の生産力的根拠を明らかにする

ことになる。そして経済原則を特殊的に実現

するものとして，資本主義社会の自律的性格

を「純粋資本主義社会」として，抽象的・一

般的に解明・論証するものこそ，原理論に他

ならない。ここにおいて初めて宇野にとって，

現状分析および段階論の方法を可能にするも

のとして，原理論の方法論上の意義と課題が

明確になったといえよう(注７)。

1947年に東大の社会科学研究所に移る頃

から，宇野の経済学研究の重点は，戦後の

『資本論』研究の復活と相まって経済原論に

置かれるようになった。『価値論』（1947

年），『経済原論上下』（1950，52年），ある

いは『恐慌論』（1953年）によって，『資本

論』が原理論として体系的に純化されること

になると，資本主義的世界市場の発展段階に

共通する一般的法則を解明するものとして，

その本来の課題がより明確になってくる。マ

ルクスやレーニンのように資本主義の「生成，

発展，消滅」というような歴史的過程を直接

原理的に規定すること，しかもそれが一国の

「発展の法則」を一般的に示すとすることは，

もはや問題にならない。そしてこのように資

本主義の具体的な歴史過程がその原理的規定

から解放されることによって，はじめて両者

の関連の問題も自覚的に認識されることにな

るのである。まさしく宇野にとって― それ

はまた同時にマルクス経済学史上においてと

いうことでもあるが―「『資本論』とレーニ

ンの『帝国主義論』との関連という問題」

（宇野1971）が初めて方法的に明確に意識され

るようになったのは，戦中・戦後にかけての

この時期においてであった。一般に問題の明

確な提起はすでにその解決を含むものである

が，こうして原理論を基準にして資本主義の

（注７）『経済学方法論』（1962年）では，原理論と

段階論との関連が，より精密に規定された。「資

本主義の発展の段階規定は，各段階において指導

的地位にある先進資本主義国における，支配的な

る産業の，支配的なる資本形態を中心とする資本

家的商品経済の構造を，いわゆる ブルジョア社

会の国家形態での総括>としても，世界史的に典

型的なるものとして，その国家形態自身も，また

国際関係>も，この発展段階に応じて変化する

ものとして，解明するものとなる」とされた。こ

れによって段階論の対象は，その世界史的な客観

的実在性を実証されるべきものとされた。もし特

定の時期の「指導的地位にある先進資本主義国」

における「支配的なる産業」「支配的なる資本形

態」が実証的・客観的に確定できなければ，段階

論はそもそも成り立ちえないことになるが，一方

このような実証的に確定される客観的実在に対し

てならば，その歴史的位相を科学的に規定するた

めに原理論を基準として役立てる（つまり，現実

の歴史において資本主義的原理が貫徹するものと

みなす）ことも可能になる。

一般的に資本主義の歴史的過程は，国家の介入

によって当然にその自律的・法則的展開を多かれ

少なかれ阻害し歪曲する。しかし段階論の対象と

なるような世界市場で生産力上，優越的指導的地

位にある資本の運動にあっては，国家による資本

主義的発展の原理的展開に対する阻害・歪曲もま

さしく資本のその支配的生産力によって十分に克

服され，原理が貫徹していく傾向をもつと考えら

れるのである。宇野が「国家形態自身もまた 国

際関係>も」資本主義の「発展段階に応じて変化

するものとして解明される」というのも，その意

味に解されよう。

つまり原理論は，資本が特有な景気循環のうち

に労働用益および固定資本用益・貨幣用益を商品

化する機構を確保し，生産過程を支配し資本主義

社会として体制的に自律しうることを一般的に証

明する。段階論では，その自律性を歴史的に具体

化するものとして，資本家的企業か世界的金融市

場と労働市場からのバックアップを得て羊毛工

業・綿工業・重工業などの生産力的発展をみずか

らの現実的な運動のもとに実現しうることが実証

される。これらの資本家的企業形態が国家の重商

主義・自由主義・帝国主義の経済政策そして世界

市場の発展に指導的な影響を及ぼしうるというの

も，社会的存立の基礎としての生産過程に対する

そのような支配的な関係を根拠としているからに

他ならない。
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歴史的発展の世界史的地位を規定するという

段階論上の課題が明確になってきたのである

(注８)。

さらに，宇野独自の原理論の確立は，第一

次大戦後の世界政治経済の発展を段階論の領

域から区別し，具体的に分析すべき現状分析

の対象とするという方法を，よりいっそう明

確にした。1950年の論文「世界経済論の方

法と目標」は，一次大戦後の世界政治経済的

展開の分析では，いわゆる国際政治とは区別

される国際連盟やコミンテルンによる「世界

的政治経済の物質的基礎」を明らかにするも

のとして，「世界農業問題」をその焦点に置

くべきことを提唱したが，このような方法は

原理論の確立によって「ある程度反射的に推

論出来る」とみなされていたのである。

かくして，『経済政策論』（1954年）にお

いて，原理論を基礎とする重商主義・自由主

義・帝国主義からなる資本主義の世界史的発

展段階論が成立した。原理論・段階論によっ

て，資本主義の本質とその歴史的形態が明確

にされ，そのことによって，第一次大戦以後

の世界政治経済的発展は，資本主義の本質と

歴史的形態を相対化しそれから分離するもの

として現状分析の対象となるという，いわゆ

る三段階論が成立した。二次大戦前のように，

論理・歴史・政策を明確に区分せずに，各国

の資本主義のいずれにも貫徹する歴史「発展

の法則」を認め，その歪曲として各国それぞ

れの特殊性を規定するというような一国資本

主義的発展段階論・マルクス以来の二段階論

的方法は，事実上完全に払拭された。

｛「大転換」の世界史的条件；一次大戦｝

「19世紀文明の解体」としての「大転換」

は，「自己調整的市場の作用に対し，それに

よって壊滅的な打撃を受けまいとして社会が

採用した措置によってもたらされたもの」で

あり，1880年代にはじまり1930年代の大不

況，そして二次大戦に帰着する。一次大戦は，

「単にその破壊を早めたにすぎない。」

以上のポラニーの図式化に反して，「19世

紀文明…の生命力は，第一次大戦の荒廃に

よって枯渇し」，突然死したのである。しか

しながらいかなる社会も，19世紀文明が枯

渇・解体しようとしまいと生存し続けなけれ

ばない。いかなる社会も，その社会存在の根

拠をなす，ポラニーのいう「組織化された社

会生活の基本的な要求」を何らかの形で，実

現しなければならない。一次大戦前，平和で

安定した国家社会と個人主義的・自由主義的

経済とをもたらした19世紀文明は，国家形

成の意図せざる結果として生まれた。しかし

今や一次大戦後の国家社会は，国内・国際的

の両面で経済と政治をみずから意図的・意識

的に組織化し実現していく以外に，社会とし

て生存することができない。そこで，戦後復

興そして1920年代にわたり，やむにやまれ

ず，ポラニーの自己調整的市場のいわゆる

「ユートピア的実験」が行われることになる。

一次大戦後社会は，「社会生活の基本的要求」

を実現するグランドデザインにおいて，19

世紀文明（経済的自由主義）の歴史的現実を

モデルにする以外になかったからである。

ポラニーのいうように，自己調整市場は，

一次大戦以前から「ユートピア」であった，

とすることは間違いである。しかし一次大戦

後自己調整市場がもはや存在しえない世界史

的環境のなかで，それを19世紀文明モデル

として追求することを，「ユートピア的実験」

とみなすことはできる。

（注８)この点について宇野自身は次のように述べ

ている。「―『資本論』が，たとえば帝国主義論

とどう関連するかという問題があるでしょう。そ

ういうのは，しかしあの当時（『経済政策論上』

を書いたころ― 引用者）ほんとうは明確にはま

だわかっていないからね。というのは，『資本論』

の理論自身をもっと整理しなければならないとい

う考えとともに発展してきたわけで，それは戦前

に明確にはいえなかった。いわばまだ残された問

題になっていたと思うね。」（宇野1970―73）
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「大転換」（1930年代に顕著になるアメリ

カのニューデール・ドイツのファッシズム・

ロシアの社会主義）の根源を，事実上「第一

次大戦以降どうしても機能しなくなった市場

経済（自己調整的市場）」への渇望に対する

反動とするポラニーの方法は極めて正しいと

いえよう。ポラニーによれば，1917年10月

のロシア革命でさえ，19世紀文明モデルの

「ユートピア的実験」として起った。

ボルシェヴィキは熱烈な社会主義者であったにも

かかわらず，「ロシアに社会主義を樹立する」ことを

頑なに拒否したことは，一般によく認識されていな

い。彼らがマルクス的信念だけしかもっていなかっ

たならば，遅れた農業国において社会主義建設とい

う試みをすることはなかっただろう。しかし1920年

におけるいわゆる「戦時共産主義」というまったく

例外的なエピソードを除けば，ボルシェビキの指導

者たちは，世界革命は，先進地帯である西ヨーロッ

パから開始されねばならないという立場に固執して

いた。…革命は，伝統的な西ヨーロッパの理想を具

現したものであった…。1917―1924年の革命は，実

際イギリスのコモンウエルスやフランス革命のモデ

ルに従うヨーロッパにおける政治的大変動の最後の

ものであった。（ポラニー2001）

1924年には，ロシアは，外国貿易と主要

産業に対する国家管理を維持しながら，再び

自由な国内穀物市場を成立させていた。ロシ

アは，穀物，木材，毛皮その他いくつかの有

機原材料の輸出を拡大しようと躍起だった。

しかし，それらの商品価格は，（1930年代の

…引用者）貿易の全面的崩壊に先立つ（1926

年以来の…引用者）農業不況の過程で大きく

下落しつつあった。有利な条件で輸出を展開

できなかったことが機械の輸入を制約し，国

内工業の樹立を妨げた。このことが，都市と

の交換条件において農村に不利な「鋏状価格

差」（鋏を水平にして開く時上刃は工業品の

価格上昇傾向を示し，下刃は農産物の価格下

降傾向を示す…引用者）もたらし，それに

よって，都市労働者の支配に対する農民の敵

意を掻き立てた（ポラニー2001）。

このようにすでに1920年代に露わになっ

た国際システムの破綻，世界経済の解体が，

ロシアにおける農業問題に対する一時しのぎ

の解決策による緊張を増大させ，コルホーズ

の到来を早めた。一次大戦以降，ヨーロッパ

に伝統的な政治システムとしての「バラン

ス・オブ・パワー」が欠如しており，そのも

とで世界市場がロシアの農業生産物を吸収で

きないことが，ロシアがやむなく自給自足経

済の道を選択することを強要した。一国社会

主義への「大転換」は，市場経済が世界各国

の結びつきを生み出すことができない故にも

たらされた。ロシアの一国社会主義体制と見

えたものは，実は一次大戦以後の「資本主義

による国際主義」の消滅に他ならなかった。

（ポラニー2001）

ファシズムが演じた役割は一つの要因，す

なわち市場システムの状況によって決定され

た。第一期すなわち1917―23年においては，

各国の政府は時として法と秩序を回復するた

めにファシストの助けを求めた。市場システ

ムの機能を維持するためにそれ以上のことは

必要なかった。ファッシズムの反民主主義的

哲学は既に存在していたが，それはまだ政治

的要素とはなっていなかった。第二期すなわ

ち1924―28年までは，ヨーロッパと合衆国

は賑々しい好景気の舞台になり，この好景気

が市場システムの健全性に対する懸念を完全

に払拭した。資本主義は復活したと宣言され

た。辺境的地域を除いて，ボルシェビキも

ファシズムも共に一掃された。イギリスを除

くすべての主要国の経済状態は改善しつつ

あった。合衆国は今では伝説となった繁栄を

謳賀し，ヨーロッパ大陸もほとんどそれに近

い状態にあった。ライヒスマルクは奇跡が起

こったように復活した。ドーズ案によって賠

償問題は政治のテーマでなくなり，ロカルノ

条約の締結が近付いていた。ドイツは，７年

にわたる好景気をスタートさせつつあった。

― ―22 北海学園大学経済論集 第60巻第２号(2012年９月)



1926年末までには，金本位制は再びモスク

ワからリスボンまでを支配した（ポラニー

2001）。

ファシズムの真の意義が明白になったのは，

1929年以降の第三期であった。市場システ

ムの行き詰まりは，明らかであった。今や，

ファッシズムは，産業社会が直面する問題に

対する一つの解決方法として登場した。ドイ

ツは全ヨーロッパに及ぶ革命の指導国となっ

た。ファシストの提携がドイツの権力闘争に

勢いを与え，やがて五つの大陸を包み込んだ。

三つの強国すなわち日本，ドイツ，イタリア

は，現状に対する反乱を企て，崩れかけた平

和のための諸制度を壊滅させた。それと同時

に，世界経済を実際に動かしてきた機構が作

動しなくなった。決して偶発的でない事件が

国際システムの破壊を開始した。すなわちウ

オール・ストリートの株式暴落は巨大な影響

を与え，イギリスが金本位制を離脱し，さら

に二年後には合衆国が同様の行動をとった。

資本市場と世界貿易は次第に縮小していった。

同時に軍縮会議は中止され，1933年にドイ

ツは国際連盟を脱退した。地球上の政治シス

テムと経済システムは，もろともに解体した

のである。（ポラニー2001）

世界各国内部における変化も，それに劣ら

ず徹底的なものであった。ロシアは独裁的な

形態を持つ社会主義へと転じた。自由主義的

資本主義は，ドイツ，日本，イタリアのよう

な戦争を準備していた国々においてはまった

く姿を消し，合衆国およびイギリスにおいて

も，影が薄くなった。しかしファシズム，社

会主義，ニューデールという新興の体制は，

自由放任主義（レッセフェール・レッセパッ

セ）を顧慮しないという一点においては，類

似性をもっていた。（ポラニー2001）

｛一次大戦後の世界的政治経済問題｝

大戦後，ロシア・ソ連邦を除外して，パッ

クス・ブリタニカにおけるイギリスの地位を

継承せざるをえなかったのは，その意志もな

くまた能力もないアメリカであった。アメリ

カは，自国の「経済的安全保障」のために，

「ベルサイユ・ワシントン両体制」をグラン

ド・デザインし実践した。しかし他の諸大国

も，それぞれが自国の生存に不可避と思われ

る独自の「経済的安全保障」体制を追求して

いた。イギリスでは，戦前は金融資本によっ

て抑圧された帝国特恵運動が復活し，1933

年オッタワ協定がブロック化・経済的ナショ

ナリズムをもたらした。そのブロック化から

排除されたドイツは，すでに大戦中から東欧

にむかう自らの政治的軍事的ブロック化を追

求していた。一次大戦のドイツの敗北から学

習した日本のリーダーたちは，総力戦体制の

構築を企て，従来の日本外交を支えた日英同

盟（1902―1923）を破棄，勝手に中国本土を

自らの拡張のための生命線と見なした。（チ

プラ1984）

世界中に各国の非常事態が進んでいた。だ

からこそ，自国の「経済的安全保障」のため

に，アメリカは「門戸開放帝国主義」を必要

とした。そのアメリカ主導の「自己調整的市

場のユートピア的実験」に対するドイツ・日

本・イギリスなどの一時的な妥協として，始

めて「ベルサイユ・ワシントン両体制」は実

現したのである。それゆえ，両体制は始めか

ら大きな矛盾をはらんでいた。

一次大戦中に突然出現した「フォード式成

長モデル」は，終戦で過剰になったアメリカ

の商品と貨幣と資本に対して世界経済を開放

し，国内の発展を外側から保護し確実なもの

する「ベルサイユ・ワシントン両体制」を絶

対的な必要条件としていた。アメリカのリー

ダーたちは，この世界政治体制のもとでのみ，

アメリカの「経済上の国境」は「今からは，

世界経済と一致している」，と確信すること

が出来た。（チプラ1984）

こうしてアメリカは，主として経済的手段

により戦後世界の経済上の再建と社会内部の
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安定化に決定的な役割を演じた。しかし他方

では，アメリカは，自らの通貨政策，保護貿

易主義（1922年，1930年関税法）を通じて，

この両体制の政治経済構造上の諸問題をます

ます悪化させた。「アメリカ経済の世界経済

化」は，ａ．イギリス・ドイツ両国に対する

農・工業生産力の格差拡大，ｂ．世界経済上

におけるドイツ・日本の「辺境化」，ｃ．ア

メリカにおける国内外の所得格差拡大など，

不安定要因（不均衡）の拡大を伴っていた。

（チプラ1984）

アメリカは，自国経済の繁栄が，両体制維

持のために特権を与えられたパートナー（ド

イツと日本）の世界経済上の「辺境化」に依

存していたにもかかわらず，その際にもたら

される二重の政治的意味（ドイツのベルサイ

ユ条約修正の要求，そして日中の紛争が生じ

た場合に，アメリカがどういう態度をとるか

がはっきりしないという事態）を本当に真剣

に受け止めることを怠った。両体制は，はじ

めから世界政治上および世界経済上の「二重

の危機」をはらんでいたのである。（チプラ

1984）

1930年代の世界経済危機は，「ベルサイ

ユ・ワシントン両体制」における蝶番国家と

してのアメリカの決定的役割から，その経済

上の基盤を奪い取ってしまった。特権を喪失

した日本とドイツのリーダーたちは，どのよ

うな結果が生じようとおかまいなしに，自国

内の危機克服のために絶対の優先権が与えら

れた，と確信した。このことが，30年代初

頭の「両体制」の崩壊過程をかなり加速化し

た。秩序修正を要求するドイツと日本は，ま

すます増大する政治的経済的困難を，加速さ

れた軍備と力づくの領土拡大によって解決し

ようと試みた。一方で西側デモクラシー諸国

も，軍備強化を迫られた。（チプラ1984）

かくして大戦間における，そして特に30

年代に顕著になった世界政治と世界経済の

「二重の危機」は，最終的には第二次大戦の

結果としてのブレトンウッズ体制の成立に

よって，はじめて克服されることになるので

ある（チプラ1984）。この体制は，事実上，

1920年代におけるアメリカ・ドイツ・日本

の三極体制の復活であったが，社会福祉国家

（ベバリッチ）および経済成長国家（ケイン

ズ）を実現して，半世紀に及ぶパックス・

ラッソ・アメリカーナ（米ソによる世界平

和）をもたらすことになる。

｛市場に対する社会の優越的性格｝

要するにポラニーのいう「自己調整市場の

ユートピア的実験」は，実際には，その解体

がはじめから予定される矛盾を含んだ全く独

自な「世界政治・世界経済の混合」体制（相

対的安定期）を生み出したにすぎない。政治

と経済が完全に分離しており，「世界政治」・

「世界経済」・両者の混合などの実態を全く知

らない，19世紀的自己調整市場モデルなど

が，一片たりとも復活し作用する余地はあり

えなかったのである。それゆえ，1930年代

における19世紀文明の「解体は，自己調整

的市場の作用に対し，それによって壊滅的な

打撃を受けまいとして社会が採用した措置に

よってもたらされたもの」（ポラニー2001）な

どとは言えないだろう。一次大戦以後連続的

に，市場・経済に対して政策・政治・国家が

介入し，そのことが市場の機能不全と社会的

危機を生み出すことになったというべきであ

ろう。

国家が介入する市場システムの機能不全と

は，部分的あるいは大部分としても，ともか

く総体としての経済原則を，その市場システ

ムではもはや実現しえないことを意味する。

一次大戦以後の世界は，自己調整市場がもは

や機能することのない，つまりそれが「ユー

トピア」に変じてしまう社会に他ならなかっ

た。それゆえに，1930年代に顕著になった

ニューデール，ファッシズム，社会主義は，

一次大戦後の「どうしても機能しなくなった
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市場経済にその根源をもっていた」（ポラニー

2001）とは言える。その点で，それらの運動

においては，この自己調整市場の完全機能不

全に代替して，ポラニーのいう「自然（土

地・工場・生産手段）と社会（労働）」，宇野

のいう「経済原則」を明確な社会的意志と意

識（19世紀的主権国家群体制をこえる）を

もって実現するものとして，「運動の超越的

な性格」（ポラニー1944）が明確になる。

そして運動のその「超越的性格」（「超国家

的性格」ともいえよう）は，1920年代のア

メリカ主導による「自己調整市場のユートピ

ア的実験」を始めとして，（勇気をもってい

えば大戦間の日本軍国主義― その代表者は

永田鉄山― にも），二次大戦後のブレトン

ウッヅ体制にも，1980年代からの福祉国家

の財政赤字に矢をはなった新自由主義的主張

（ワシントンコンセンサス）にさえも，（そし

て21世紀初頭の今日それらに代わる別の労

働と人間尊厳の「選択肢」が必要とされるな

らば，その構築可能な次世代世界政治経済シ

ステムに対しても）まずは等しく認められる

べきものであろう。ここにはじめてイデオロ

ギー論争が終り，世界観・国家観を含めて何

をなすべきかの現状分析が始まるからである。

ともかくも，この時ポラニーと宇野とは，自

己調整市場・資本家的企業経済に代る社会的

政治経済的実現の追求という意味において，

同じ三段階論の道を歩み始める。ポラニーの

主張に，もう少し耳を傾けよう。

いかなる文明，社会も，「その生存のための物質

的な条件によって制約を受けていた。これは，実際

のところすべての人間の生活に共通の特性であり，

その生活が宗教的であれ非宗教的であれ，あるいは

物質主義的であれ精神主義的であれ，すべての生活

について当てはまる。つまり，あらゆるタイプの社

会は経済的要因に制約を受ける。

…歴史は社会変動の時代に入り，諸国家の運命は，

制度的転換におけるその国の役割と結びつくように

なった。このような共生は必然的なものである。国

家集団と社会的制度はそれぞれ別の起源をもつもの

であるが，生存のための闘争においてお互いに結び

つく傾向がある。

…この法則の逆も，また同様に成立する。ある国

家は，その諸制度が，あるいは少なくともその一部

の制度が，たまたまその没落期にある― …，金本

位制は，このような時代遅れの制度の一例…― と

いう事実によって，生存のための闘争において不利

をこうむることがあるだろう。他方，それぞれの理

由から現状に反対する諸国は，既存の制度的弱点を

すばやく発見し，機先を制して自国の利益にかなう

ようなよりよい制度を創出しようとするだろう。こ

のような国家は，没落しつつあるものを押しのけ，

自力でみずからの道を切り開くものにすがる。そこ

であたかもこれらの国々が社会変動のプロセスの源

泉であるかのように見えるかもしれないが，実際に

は彼らは単にその受益者にすぎず，この変動を自分

自身の目的に役立てようとそれを悪用さえしている

かもしれない…。

…このような認識は，この時期の各国の身を切ら

れるように痛切な歴史を，進行中であった社会的転

換から切り離してくれるに違いない。そうすれば，

権力単位としてのドイツとロシアが，またイギリス

やアメリカ合衆国が，根底的な社会の転換プロセス

との関係いかんによって，どのように手助けされあ

るいは妨げられたかが容易に理解できるようになる

であろう。しかし，このことは社会プロセスそれ自

体にも当てはまる。すなわちファッシズムと社会主

義は，それぞれの教義の普及を手助けしてくれた強

国の勃興の中に，自己の信条の伝達者を見出したの

である。ドイツとロシアは，それぞれファシズムと

社会主義の，世界規模における代表者となった。こ

れらの社会的運動の真の力量が測定できるのは，善

良なものであろうと邪悪なものであろうと，そうし

た運動の超越的な性格が運動への参加を促した国家

の利害とは切り離されて認識される場合に限られる

であろう。（ポラニー1944）。

｛脱資本家的企業社会への「大転換」｝

「経済システムが社会に命令することをや

め，逆に経済システムに対する社会の優位が

確保されつつある。」（ポラニー2001）。ポラ

ニーと宇野にとっては，資本主義社会や自己

調整市場は，資本家的企業からなる一つの社

会（産業文明）である。自己調整市場が存在

しえないということは，とうぜん資本家的企

業も存在しえないことを意味する。ポラニー

は，脱資本家的企業社会について，次のごと
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く述べる。

生産の要素，すなわち土地（生産手段），

労働，貨幣を「市場から取り除」き，それぞ

れ「地代」，「賃金」，「利子」を「市場の外」

で決定するという「行動」は，あたかもそれ

らが商品であるかのように扱っていた市場の

観点からみた場合に限って画一的な行動を意

味する。人間にとっての現実世界という観点

からすれば，「商品擬制」の廃棄によって回

復された新たな現実は，社会的領域のあらゆ

る方向へと広がっていく。実際，画一な市場

経済の解体は，すでに新しく多様な社会を誕

生させつつある。さらにまた市場の終焉は，

けっして市場が存在しなくなることを意味す

るものではない。市場は様々な形態で存在し

つつ，消費者の自由を確保し，需要の変化を

示し，生産者の所得に影響を与え，会計の手

段として役立つ一方で，経済的自己調整の機

関としての作用を全く停止するであろう。

（ポラニー2001）

脱資本家的企業社会は，「価値法則と絶対

的私有制」の支配からは自由であるが，経済

原則的強制均衡（労働生産力と公平な分配）

からは免れえない。その意味でそれは，資本

家的企業社会からの「相対的分離」として現

れる。それゆえ，ポラニーの「大転換」は三

段階論によって論証されうる。一方，宇野の

三段階論における現状分析の空白は，前者の

豊かな内容によって埋め合わすことができよ

う。ポラニーと宇野の対話が，失墜した政治

経済学の信頼と実践能力の回復につながるこ

とを期待したい。

脱資本家的企業は，第一次大戦以後先進国

における株式会社（公開会社）の「経営と所

有の分離」に始まる。次章では，「経営と所

有の同一性」は，公開会社の原理論・段階論

により証明されるとすることによって，「経

営と所有の分離」への「大転換」の意義を，

「公開会社の現状分析」をなすものとして明

らかにするであろう。
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